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本題の前に ： 原子力専攻関連の学生の意識調査

平成８年
「初等・中等教育における「エネルギー」の扱いと
高等学校学習指導要領に関する要望書」

平成１７年
「初等・中等教科書および学習指導要領における
エネルギー・原子力の扱いに関する要望書」

平成２１年
「新学習指導要領に基づく小中学校教科書の
エネルギー関連記述に関する提言」

原子力学会 原子力教育・研究特別専門委員会の
調査・提言
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学生アンケート結果の概要 （エネルギー総合工学研究所 平成20年12月）

依頼先学校名
〔（ ）内は依頼校以外の回答者所属学校〕

平成２０年度
・原子力人材育成
プログラム
・チャレンジ原子力体感
プログラム

・原子力教育支援
プログラム

実施校

北海道大学、室蘭工業大学、八戸工業大学
（八戸高専）、東京大学、東京工業大学、武蔵
工業大学、福井大学、福井工業大学、京都大
学（北大、東北大、東工大、名大、福井大、神
戸大）、大阪大学、近畿大学（摂南大学、東海
大学）、愛媛大学、九州大学

その他 東海大学

本題の前に ： 原子力専攻関連の学生の意識調査

アンケート回答総数 ： ５９０名 （博士課程及び社会人院生を除く）
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学生アンケート結果概要
原子力分野を専攻した理由

4.7%

8.2%

25.2%

6.3%

1.9%

7.3%

42.6%

27.4%

55.2%

11.7%

36.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

原子力分野への進学は希望していなかったが、やむを得ず進学した

原子力発電は社会に貢献しているため

進路選択前の原子力分野の授業が魅力的であったため

近親者や友人の勧めがあったため

指導教官の勧めがあったため

原子力の理論、技術に関心があるため

原子力分野の授業の内容に関心があったため

原子力分野の研究に関心があったため

原子力を勉強すると幅広い分野への就職に有利であるため

原子力分野への就職を希望しているため

備考：

1. 複数回答可

2. 回答比率の母数はアンケート人数

 専攻の選択理由として、学問の内容への関心が重要な因子となっている。

 就職を見据えた進学も尐なくない。

 やむをえず進学したとの回答は、1割弱とわずかである。

原子力専攻学生数 ： ３１７名



学生アンケート結果概要

就職希望状況（概要）：原子力専攻学生

原子力分

野への就

職を希望

72%

決まって

いない

18%

希望して

いない

10%

就職希望状況（概要）：非原子力専攻学生

原子力分

野への就

職を希望

23%

決まって

いない

44%

希望して

いない

33%

 社会貢献、技術的な関心、社会的な点での仕事の大きさなどが、大きな要因となっている。

 企業の安定度・成長性、待遇なども、比較的大きな因子である。

 自らの考えで就職先を選択しようとしている。

原子力分野への就職希望理由

1.0%
0.0%
2.1%

13.8%
5.9%

2.4%
41.0%

26.2%
15.2%

5.9%
14.5%

46.2%
43.1%

35.5%
30.0%

5.2%
56.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

友人の勧めがあるため

親などの近親者の勧めがあるため

企業の職場、研究所、工場等での実習、見学を通じて良い印象を得たから

企業関係者、ＯＢからの勧めや説明を受けたから

指導教官の勧めがあるため

社会的に大きな仕事ができるから

成長産業だから

国際的な仕事ができるから

勤務環境が良いから

自分が成長できるから

原子力の理論、技術に関心があるから/原子力技術を探求したいから

専門知識をいかせるから

就職を希望する企業が安定しているから

給料・待遇が良いから

勤務地が自宅等に近いから

社会に貢献できるから

備考：

1. 複数回答可

2. 回答比率の母数はアンケート人数

原子力分野への就職希望者数 ： ２９０名
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学生アンケート結果概要 アンケート回答学生全体：590名

 大学での授業や教官の意見と並びマスコミからの情報や市販されている図書等が大きな
影響を与えている（原子力専攻学生のみの集計では、マスコミの影響は低下）。

 初等中等教育の教科書や教師の意見を挙げた学生は、尐ない。

 また、近親者等の意見は大きな影響を与えていない。

学生の就職希望の決定に影響を与えたもの：学生全体

9.5%

7.5%

12.4%

33.6%

39.3%

6.3%

13.4%

21.2%

46.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

その他

友人の意見

親などの近親者の意見

大学、大学院の指導教官の意見

大学、大学院の授業又は教科書の内容

小学校、中学校、高校の先生の意見

小学校、中学校、高校の授業又は教科書の内容

市販されている本からの情報

テレビ新聞などのマスコミからの情報

備考：
1. 複数回答可

2. 回答比率の母数はアンケート人数
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学生アンケート結果概要 アンケート回答学生全体 ： ５９０名

 小学校～高校における原子力、エネルギー教育が、重要との見方をしている。

（原子力専攻学生のみの集計では、更に顕著）

 また、進路選択時の原子力産業および業界への就職状況の説明、一般教養での原子力
に関する授業の充実が必要と考えられている。

 一方、原子力産業、研究機関、大学、国による広報活動も有効と考えられている。

原子力への進学、就職を増加させる方策：学生全体

7.3%
1.2%

14.7%
18.3%

24.7%
26.1%

23.2%
31.9%

55.3%

51.2%
36.3%

24.4%
26.8%

42.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

その他

①～⑪の取組はすべて効果がないと思う

大学の原子力分野の研究活動を充実させる

大学の原子力分野の専門科目の授業を充実させる

大学の一般教養での原子力の授業を充実させる

高校、大学での進路選択に当たり、原子力分野の産業の状況について説明をする

高校、大学での進路選択に当たり、原子力分野の就職状況について説明をする

高校、大学での進路選択に当たり、原子力分野の授業・研究の内容について説明をする

高校の授業で原子力やエネルギーについての教育を充実させる

小学校及び中学校の授業で原子力やエネルギーについての教育を充実させる

国が広報活動を充実させる

大学の原子力専攻が広報活動を充実させる

原子力研究機関が広報活動を充実させる

原子力産業界が広報活動を充実させる

備考：

1. 複数回答可

2. 回答比率の母数はアンケート人数



学習指導要領について

学習指導要領 ： 学校教育法に基づいて、小・中・高校などで各教科で実
際に教えられる内容とその詳細について定めたもの。

検定済み教科書 ： 教科書検定において、学習指導要領に定められた
内容を満たしているもの。
平成14年度から「発展的な学習内容」を許容。

変遷 改訂年度（小学校） 小学校で開始された年 キーワード

昭和22年（1947）～ 「修身」の廃止 「社会科」の新設

昭和26年（1951）～

昭和31年（1956）～ （高校のみの改訂）

昭和33年（1958） 昭和36年（1961）～「道徳」の時間 科目数の増加

昭和43年（1968） 昭和46年（１971）～ 現代化カリキュラム 濃密な教育

昭和52年（1977） 昭和55年（1980）～ 「ゆとり」教育

平成元年（1989） 平成 4年（1992）～「生活科」 、「地理・歴史」と「公民」

平成10年（1998） 平成14年（2002）～「総合的な学習の時間」 「生きる力」

平成20年（2008） 平成23年（2011）～ゆとり教育見直し、「基礎・基本」重視
8



• 平成８年
「初等・中等教育における「エネルギー」の扱いと

高等学校学習指導要領に関する要望書」
「高等学校教科書中の原子力に関する不適切な記述例」

• 平成１７年
「初等・中等教科書および学習指導要領におけるエネルギー
・原子力の扱いに関する要望書」
「高等学校・中学校教科書の中の原子力に関する不適切な記述例」

• 平成２１年
「新学習指導要領に基づく小中学校教科書のエネルギー関
連記述に関する提言」

9

原子力学会 原子力教育・研究特別専門委員会の調査・提言



平成８年（平成元年告示、高校で６年実施の学習指導要領に基づく調査）

「初等・中等教育における「エネルギー」の扱いと
高等学校学習指導要領に関する要望書」

10
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学習指導要領改訂の提案内容（まとめ）

社会科教科書
１．資源エネルギ－の視点 、原子力の長所、短所を客観的に記述すること

２．科学技術の発達と国際社会との関連を記述すること
軍事利用と平和利用とを明確に区別する、核物質の管理が国際機関で行われ
ていること

３．環境への影響、チェルノブイリ事故の被害等について、正確な情報を記述すること

理科教科書
４．自然界の放射能、放射線の存在

５．再生可能エネルギ－との量、質、コスト面での定量的比較

６．放射線、放射能、原子力利用の安全性への配慮を述べること

７．生物学、化学においても放射線、放射能、原子力について記述すること



平成１７年 （平成１１年告示、１５年実施の学習指導要領に基づく調査）

「初等・中等教科書および学習指導要領におけるエネルギー・
原子力の扱いに関する要望書」

１． 高等学校・中学校教科書の中の原子力に関する不適切な記述例

「さらに近年、環境破壊は地球的な規模で進んでおり、放射能汚染、オゾン

層破壊、熱帯雨林破壊、酸性雨、砂漠化などは国際的に共通の課題である」

（高校 政治・経済）

「資源の尐ない日本では、原子力発電所の建設に力を入れており、総発電量
の約２９．５％を原子力発電が占めている(２０００年度)。

（中略）

代替エネルギーとして活用されている原子力発電は、核廃棄物の処理の問題

、温排水による環境の問題など、解決しなければならない課題も多い。」

（高校 現代社会） 24
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「原子力発電は、尐ない燃料で大きな出力が得られることや、二酸化炭素を排
出しないといった利点があり、すでに主要な電力供給源となっている。その一
方で、出力の調整がむずかしく、事故による放射能漏れや放射性廃棄物の処
理にはとくに十分な配慮が必要である。」 （高校 現代社会）

「日本では、大量の放射能が外部にもれるような事故はこれまでおこっていな
い。しかし、緊急炉心冷却装置が作動するなど、重大事故につながりかねない
事故はおこっている。（1991年の関西電力美浜原発での緊急炉心停止装置の
作動）。」 （高校 世界史）

「短期的な被曝では、2-3Svが致死量と言われている。」 （高校 物理Ⅱ）
注：
2Svの被曝では5%の人が死亡、4Svで約50%の人が30日以内に死亡、7Sv以上では
100%の人が死亡すると言われている。このことより、「2-3Svが致死量」という表現は
誤りといえる。「致死量」という言葉は、ほぼ100％が死亡するという意味と考えられる
ので、ここでは「7Sv以上が致死量と言われている。」とすべきである。

「チェルノブイリ原子力発電所の大事故（1986年4月、放射能被ばくで死者
約３００名）」（高校 政治経済）
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１．学校教科書におけるエネルギー・原子力関連記述の改訂に関する要望

（１）社会系教科書

・わが国がエネルギー資源輸入大国となっている状況を、十分理解させるべき
である。

・原子力のシステムは、エネルギー安全保障・安定供給の観点から尐なか
らぬ寄与をしていることも重要な点として示されるべきである。

・電力供給面での二酸化炭素排出量の削減対策として、原子力発電の積極
的な利用が有効な手段であることを理解させる必要がある。

・自然エネルギー・新エネルギーの利用を促進することは重要ではあるが、当
面利用できる量には限界があり、また、質やコストの面などについて克服す
べき技術的な課題も残っていること、現状では火力や原子力の代替電源で
はなく補完するものであることを述べる必要がある。

・原子力発電をはじめ、わが国の各主力電源については、それぞれの長所、
短所を客観的に記述することが重要である。
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（２）理科系教科書

・早い時期（初等教育）の教科書からエネルギーに関する概念を育む記述を
入れる必要がある。

・電力、ガスなどは最も身近なエネルギー源となっていることから、高学年での
エネルギーの発生原理、量的な概念などに結び付けられるような導入教育を
低学年で行うことが望まれる。

・理科の教科（物理、化学、生物、地学）のどの科目を選択しても、エネルギー
や原子力に関する一定の理解が得られるような構成とすることを望む。

・理科の基礎的な知識として、放射線や放射能は自然界に広く存在するもので
あること、人類は常に天然の放射線にさらされて生存していることを理解させ
る必要がある。
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２．学習指導要領・解説の改訂に関する要望

（１）中学校学習指導要領・解説－社会編
〔地理的分野〕
「わが国のエネルギー問題」とは「わが国がエネルギー資源輸入大国となっ
ている」ことが最も重要な点であることを明示することを望む。

〔公民的分野〕
「わが国のエネルギー源はほとんどを輸入に頼っており、エネルギー輸入
量の減尐と価格の高騰は経済に重大な影響をもたらす可能性があること」
を指摘する必要がある。
また、「地球環境の保全と資源・エネルギーの開発・利用」に関連して、「主
要なエネルギー源の長所、短所を客観的に記述し、太陽エネルギーなどの
新しいエネルギー源が担うことができる役割についてもふれる」ことが重要
である。

（２）中学校学習指導要領・解説－理科編
〔第１分野〕
水力、火力、原子力等による発電の長所と短所」とともに、これらの電源
の供給構成についても言及し、エネルギーの有効な利用についての理解を
深めることが望ましい。
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（３）、（４）高等学校学習指導要領・解説－地理歴史編、公民編

〔地理Ａ〕、〔現代社会〕
「わが国はエネルギー資源の消費大国であるが、そのほとんどを輸入に頼っ
ており、世界的なエネルギー需要の増大に伴うエネルギー輸入量の減尐と価
格の高騰は経済に重大な影響をもたらす可能性があること」、
「電力供給面での二酸化炭素排出量の削減対策として、原子力発電の積極
的な利用が有効な手段であること」および「主要なエネルギー源の長所、短所
を客観的に記述し、太陽エネルギーなどの新しいエネルギー源が担うことが
できる役割についてもふれる」必要がある。

〔政治･経済〕
「わが国はエネルギー資源の消費大国であるが、電力供給面での二酸化炭
素排出量の削減対策として、原子力発電の積極的な利用が有効な手段であ
ること」および「主要なエネルギー源の長所、短所を客観的に記述し、太陽エ
ネルギーなどの新しいエネルギー源が担うことができる役割についてもふれ
る」必要がある。
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（５）高等学校学習指導要領・解説－理科編
〔理科総合Ａ〕
「わが国のエネルギー源の構成を概観し、主要なエネルギー源の長所、短所
を客観的に記述し、太陽エネルギーなどの新しいエネルギー源が担うことがで
きる役割についてもふれる」ことを望む。
〔物理Ⅱ〕
「放射線や放射能は自然界に広く存在するものであること、人類は常に天然
の放射線にさらされて生存していることも理解させる」ことを望む。

３．教育課程の見直し
・地球環境問題を正確に理解し、その対策としてのエネルギー資源の適正な利
用や原子力発電の果たす役割などを総合的な視点に立って学習させるために
、環境とエネルギー問題を一体化した教育課程が設定されることを望む。

・エネルギーに関する概念を育む理科教育を、早い時期（初等教育）から始め
ることが重要である。

・理科の教科書について、生徒の科目選択如何にかかわらず、放射線、放射
能や原子力に関する科学的な理解が得られるよう、化学、生物、地学の教科
書においても関連事項の記述がなされることとその内容の充実を強く望む。



平成２１年 （平成２０年告示の学習指導要領に関する調査）

「新学習指導要領に基づく小中学校教科書のエネルギー関連
記述に関する提言」

現行（平成14年から）の小中学校教科書のエネルギー関連記述の調査

「発電方式に水力・火力・原子力がある・・・最近では、尐ない燃料で大きな

電力のえられる原子力発電がふえてきているが、安全面での不安がある」
（小学３，４年社会）

（注：漠然と「安全面での不安」とするより、「安全性について解決すべき課
題が残っている」とするほうがより適切である）

「公害に関連する環境問題として、酸性雨、ごみ、排ガス、ダイオキシン、放

射性物質など…」 （中学社会 地理的分野）

（注：尐なくとも日本において、他の例示にある排ガスやダイオキシンのよ
うに環境問題として実際に「公害」として大きい問題となったことはない）
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「発電所はおもに火力、水力、原子力のｴﾈﾙｷﾞｰを利用し電気を起こす
太陽光・風なども実用化が進められている。・・・
火力は二酸化炭素出す、量に限りがある。
水力は、二酸化炭素出さないがダムの費用が多い。
太陽光や風力は発電の時間や場所が限られたり発電の量や天気の影響があ
る。しかし、自然ｴﾈﾙｷﾞｰを使うので様々な物質を出すことはない。」
（小学理科）

「放射線を出すｳﾗﾝなどの物質が燃料・・・
尐量で大きなｴﾈﾙｷﾞｰを得られる反面、放射線が人体や作物に多量に当たる
と危険なので常に厳しく監視して安全を確保する必要がある」
（中学理科 第一分野）
（注：「放射線が人体に“多量に”当たると危険」という表現は適切である。）

「原子力発電は、温室効果ｶﾞｽを出さず効率よい安定した電力が得られるが、
安全性の向上や最終処分場などの課題がある」
（中学社会 地理的分野）
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３．新学習指導要領のエネルギー関連記述の調査

小学３，４年社会
電気の確保については，需要の増加に対して，主として火力，原子力，水力の
発電所から送り出される電気によって安定供給が図られていること，燃料や水
資源の確保のための対策や発電所から消費地に送電されるまでの事業が計
画的に進められていること，地域の人々が節電や太陽エネルギーの利用に努
めるなどの工夫や協力をしていることを取り上げることが考えられる。その際，
火力発電の燃料である液化天然ガスや重油，原子力発電の燃料であるウラン
などを外国から輸入していること，火力発電所や原子力発電所においては環境
に配慮していることや安全性の確保に努めていることについて取り上げることも
考えられる。

中学理科 第一分野
生活の中では様々なエネルギーを変換して利用しており，変換の前後でエネル
ギーの総量は保存されること，変換の際に一部のエネルギーは利用目的以外
のエネルギーに変換されること，人間は石油や石炭，天然ガス，核燃料，太陽
光などによるエネルギーを活用しており，それらの特徴を理解させ，エネルギー
資源の安定な確保と有効利用が重要であることを日常生活や社会と関連付け
て認識させることが主なねらいである。
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中学理科 第一分野
日常生活や社会で利用している石油や天然ガス，太陽光など，エネル
ギー資源の種類や入手方法，水力，火力，原子力，太陽光などによる
発電の仕組みやそれぞれの特徴について理解させる。その際，原子力
発電ではウランなどの核燃料からエネルギーを取り出していること，
核燃料は放射線を出していることや放射線は自然界にも存在すること
，放射線は透過性などをもち，医療や製造業などで利用されているこ
となどにも触れる。

エネルギーや物質の利用と自然環境の保全など，科学技術の利用と環境保
全にかかわる事柄をテーマとして取り上げ，生徒に選択させるようにする。
テーマとして，次のような例が考えられる。
・新エネルギーの利用と環境への影響
・原子力の利用とその課題
・バイオ燃料の利用とその課題
・環境保全と資源の利用
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新学習指導要領に基づく小中学校教科書のエネルギー
関連記述に関する提言

（１）小学校の理科・社会科で原子力エネルギーを教える
（２）中学校の理科・社会科で核燃料のリサイクルを教える
（３）中学校の理科で放射線利用の実例を教える
（４）中学校の理科で自然放射線の存在を教えるとともに測定実験

を行う
（５）中学校の理科で原子力の安全性について教える。
（６）中学校の社会科で世界の原子力利用拡大の流れを教える



まとめ

• 教科書の原子力，放射線などに関する記述は尐しずつ改善
されてきている

• しかし、正確な内容、公平な取扱いの点では問題もある

• 特に自然エネルギーとの対比においてこれが顕著である

• エネルギー供給の現状、安全保障の面での原子力の役割
が適切に記述されるべきである

• 理科のどの科目においても原子力・放射線の記述がなされ、
「放射線を正しく怖がる」ことが教育される必要がある。

このような長期的な活動の継続が教育の改善・向上につな
がる。 今後ともご理解ご支援をお願いしたい。
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